
第３回　臨時会
令和３年８月20日

　新型コロナウイルスの感染拡大は、甚大な経済
的・社会的影響を及ぼしており、地方財政は、来
年度においても巨額の財源不足が避けられない厳
しい状況である。
　地方自治体においては、新型コロナウイルス感
染症対策はもとより、地方創生、雇用対策、防災
および減災対策や社会保障等への対応に迫られて
おり、地方税財源の充実が不可欠である。
　よって、国においては、令和４年度地方財政対
策及び地方税制改正に向け、次の事項を確実に実
現されるよう、強く要望する。

  意見書提出先  

衆議院議長　参議院議長　内閣総理大臣
財務大臣　総務大臣　経済産業大臣　
内閣官房長官　経済再生担当大臣

① 令和４年度以降３年間の地方一般財源について、
急速な高齢化に伴い社会保障関係経費が増大し
ている現状を踏まえ、他の地方歳出に不合理な
しわ寄せがなされないよう、十分な総額を確保
すること。

② 緊急経済対策として講じられた固定資産税等に
係る特例措置は、本来国庫補助金等により対応
すべきものであり、期限の到来をもって確実に
終了すること。

③ 令和３年度税制改正により講じられた土地に係
る固定資産税の課税標準額を令和２年度と同額
とする負担調整措置については、令和３年度限
りとすること。

④ 令和３年度税制改正により講じられた自動車税 
や軽自動車税の環境性能割の臨時的軽減の延長
について、更なる延長は断じて行わないこと。

⑤ 炭素に係る税を創設又は拡充する場合には、そ
の一部を地方税又は地方譲与税として地方に税
源配分すること。

　令和３年度一般会計補正予算
　１億３６６５万円を追加
 ➡総額１０６億３１７８万円　
マイナンバーカードの普及促進
応援商品券交付金� １億１０００万円を増額
　令和４年２月25日までにマイナンバーカード
を取得した人に、一人当たり５０００円の商品
券を交付します。マイナンバーカードの普及促
進とともに、新型コロナウイルス感染拡大によ
り影響を受けている町内の消費を喚起します。

　須恵町手数料条例の一部改正
　コンビニ交付がもっと便利に
　平成28年度から、マイナンバーカードを利用
して、役場や全国のコンビニエンスストア等に
設置されている多機能端末機でも住民票等が取
得できるサービスを実施しています。
　今回の改正では、便利なコンビニ交付サービ
スの利用促進とマイナンバーカードの普及促進
を図るため、多機能端末機で取り扱っている証
明書のうち、３種類（住民票の写し・印鑑登録
証明書、戸籍の附票の写し）について、役場窓
口での交付手数料よりも１００円減額します。

役場窓口申請は　１通３００円
　　　　　　　　　　　➡
コンビニ等では　１通２００円

コロナ禍による厳しい財政状況に
対処し地方税財源の充実を求める
意見書

全員賛成可決議員発議

１１月１日から
施行します

須恵町独自の
取り組みです！

全員賛成可決
全員賛成可決
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1 ○�一般質問とは、議員が町長など執行機関に対し、町の行財政全般について疑問
点をただし、報告や説明を求めることです。
○�「問」については、議員が提出した要約文のとおり掲載しており、編集は行っ
ていません。

一/般/質/問 ここが 聞 きた い！

　

昨
年
、
労
働
者
協
同
組
合
法
が

成
立
し
ま
し
た
。
施
行
は
先
に
な

り
ま
す
が
、
こ
の
活
用
に
よ
り
、

働
き
手
が
出
資
し
経
営
す
る
「
協

同
組
合
」
に
法
人
格
が
与
え
ら
れ

ま
す
。
こ
の
組
合
は
、
農
協
や
生

協
、
信
用
組
合
等
と
同
じ
く
非
営

利
の
団
体
に
な
る
も
の
の
、
経
済

活
動
な
ど
に
も
特
に
制
限
が
な
く
、

幅
広
い
事
業
が
可
能
で
す
。

　
現
在
須
恵
町
で
は
、
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
を
認
可
地
縁
団
体
と
し
、
各

種
の
事
業
に
取
り
組
む
動
き
を
始

め
て
い
ま
す
。
制
度
上
難
し
い
事

業
も
あ
る
よ
う
で
す
が
、
労
働
協

同
組
合
な
ら
可
能
と
思
わ
れ
ま
す
。

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
事
業
の
可
能
性
を

広
げ
る
た
め
に
も
検
討
の
余
地
が

あ
る
の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

　
町
長
の
ご
見
解
を
伺
い
ま
す
。

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
可
能
性
を
広
げ
る

田ノ上�真��議員

今
後
の
検
討
課
題

（写真はアクリル板を通しているため不鮮明になっています）

地
域問

　
「
地
域
の
こ
と
は
地
域
で
解
決

し
て
い
こ
う
」
と
い
う
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
活
動
を
支
援
す
る
た
め
、
第

三
小
学
校
区
を
モ
デ
ル
と
し
た

「
く
ら
し
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
事

業
」
を
実
証
実
施
し
て
い
ま
す
。

　
第
三
小
学
校
区
が
取
得
し
て
い

る
認
可
地
縁
団
体
は
、
法
人
格
の

中
で
も
最
初
の
入
り
口
に
あ
り
ま

す
。
こ
の
法
人
格
が
、
今
後
の
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
事
業
に
支
障
を
き
た

す
場
合
は
、
今
回
ご
提
案
い
た
だ

い
た
労
働
者
協
同
組
合
も
含
め
、

活
動
に
見
合
う
法
人
格
を
コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ
自
身
が
選
択
し
て
い
く
こ

と
に
な
る
と
思
い
ま
す
。

　
そ
の
際
は
、
議
会
の
皆
さ
ま
に

も
お
諮は

か

り
し
な
が
ら
、
適
切
な
法

人
格
取
得
を
支
援
し
て
ま
い
り
ま

す
。 答

平
松
町
長

色々な事業を展開 第三小学校区コミュニティ「ふれあいレインボー」
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